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はじめに 

有効求人倍率は 2022年 6月から上昇し続け、同年

12月には新型コロナの影響が出始めた2020年3月以

降で最高となる 1.45倍に上昇、2023年 1月も引き続

き高水準で推移している。 

また、帝国データバンクが実施した調査によると、

2023 年 2 月における人手不足企業の割合は 6 カ月連

続で正社員で 5割、非正社員で 3割を上回る高水準で

推移している。 

そこで、帝国データバンクは、2023年度の雇用動向に関する企業の意識について調査を実施した。本

調査は、TDB景気動向調査 2023年 2月調査とともに行った。 
 

※調査期間は 2023年 2月 14日～2月 28日、調査対象は全国 2万 7,607社で、有効回答企業数は 1

万 203社（回答率 37.0％）。なお、雇用動向に関する調査は 2005年 2月以降、毎年実施し、今回

で 19回目 

※本調査における詳細データは景気動向オンライン（https://www.tdb-di.com）に掲載している 
 

調査結果（要旨） 
 
1. 2023年度、正社員の採用予定がある企業は 63.0％ 

2023年度に正社員の採用予定がある企業は 63.0％（前年度

比 0.8 ポイント増）、採用人数を増加させる予定の企業は

25.7％と 4 社に 1 社にのぼる。規模別では「大企業」が

86.3％と採用意欲が非常に高い。一方、採用予定がない企

業は 26.1％（同 1.3 ポイント減）となった 
 
2. 非正社員の採用予定は 47.3％、前年から 1.0ポイント上昇 

非正社員の採用予定がある企業は 47.3％（同 1.0 ポイント

増）と 2 年連続で上昇。採用人数を増加させる予定の企業

は新型コロナ前の 2019年度を若干上回った 
 
3. 職種では販売・営業職が 4割超、求める職種も業種で多様化 

求める職種では、販売や営業職などの「販売の職業」（42.1％）がトップ。以下、「専門的・技

術的職業」（33.9％）、「事務的職業」（20.8％）が続いた 
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63％が正社員採用予定、2年連続上昇 
 
 

～医療・福祉業界では採用予定が 8割を超える～ 
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出所：厚生労働省「一般職業紹介状況」および帝国データバンク「人手不足に対する企業の動向調査」
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1. 正社員の採用予定がある企業は 63.0％、採用が増加する企業は引き続きコロナ前上回る  

 2023年度（2023年 4 月～2024年 3月入社）の正社員の採用状況について尋ねたところ、『採用

予定がある』（「増加する」「変わらない」「減少する」の合計）と考えている企業は前回調査（2022

年 2 月実施）から 0.8 ポイント増の 63.0％となり、2 年連続で上昇した。また、採用予定がある

企業の内訳は、採用人数が「増加する」企業が 25.7％（前年度比 0.2 ポイント増）と、新型コロ

ナ前の 2019年度（23.4％）を上回り、4社に 1社で増加する見通しとなっている。 

採用人数が「増加する」とした企業からは、「接客スタッフ（主に料飲、宿泊部門）が不足気味のた

め、新入社員を多めに採用」（旅館、神奈川県）や「人手不足は続いており、雇用は急務と考えている。た

だ技術職の採用については、成り手がいないことから、雇用の条件や会社自体の魅力作りに力を入れ

ている」（木造建築工事、栃木県）などの声があがっており、多くの企業で人手不足が厳しいなかで、

人材を引き寄せるために従業員への待遇などさまざまな工夫をしている様子もうかがえた。 

一方で、「採用予定はない」企業は 26.1％（同 1.3ポイント減）となった。「電気代・燃料代の高

騰で雇用に回せる余力がない」（普通洗濯、群馬県）や「地方の中小企業で正社員を採用するのは、非

常に厳しくなっている。さらに賃上げ圧力や利益の減少など難題も多く、採用できても維持していけるか

疑問である」（ガソリンスタンド、山形県）などのコメントにあるように、原材料費や人件費などコスト

の高騰で経営が圧迫され、従業員を雇う余裕がない企業も一定数存在した。 

正社員の雇用動向 （％）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

2005年度 72.4 28.2 36.9 7.2 21.2 6.4 9,424 2005年2月
2006年度 65.7 27.0 32.6 6.1 25.5 8.8 9,762 2006年2月
2007年度 67.4 25.6 33.7 8.2 25.2 7.4 9,849 2007年2月
2008年度 62.2 21.3 31.6 9.3 30.4 7.4 10,189 2008年2月
2009年度 45.6 11.2 20.9 13.5 45.9 8.5 10,658 2009年2月
2010年度 43.4 14.3 18.0 11.1 47.5 9.1 10,624 2010年2月
2011年度 49.4 19.5 22.0 7.9 40.8 9.8 10,990 2011年2月
2012年度 54.5 21.9 24.5 8.0 36.9 8.6 10,711 2012年2月
2013年度 56.9 22.8 26.9 7.2 34.0 9.1 10,338 2013年2月
2014年度 59.5 24.2 28.8 6.5 30.6 9.9 10,544 2014年2月
2015年度 63.6 25.3 30.3 8.0 27.2 9.2 10,593 2015年2月
2016年度 62.9 24.0 30.1 8.8 27.0 10.1 10,497 2016年2月
2017年度 64.3 26.8 29.3 8.2 26.2 9.5 10,082 2017年2月
2018年度 65.9 26.9 30.4 8.6 23.5 10.6 10,070 2018年2月
2019年度 64.2 23.4 31.0 9.8 24.4 11.3 9,701 2019年2月
2020年度 59.2 20.2 29.0 10.0 27.8 13.0 10,704 2020年2月
2021年度 55.3 20.0 26.6 8.7 32.5 12.2 11,073 2021年2月
2022年度 62.2 25.5 29.8 6.9 27.4 10.4 11,562 2022年2月
2023年度 63.0 25.7 30.3 7.1 26.1 10.9 10,203 2023年2月

採用予定が
ある

採用予定は
ない

分からない

正社員採用
有効回答数
(N)

年月
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2. 正社員『採用予定がある』、「医療・福祉・保健衛生」が 82.8％でトップ 

規模別に正社員の『採用予定がある』割合をみると、「大企業」は 86.3％と全体を大幅に上回っ

た。一方で、「中小企業」は 58.7％、「小規模企業」は 41.8％となり、企業規模が小さいほど割合

が低くなっている。 

業界別における『採用予定がある』割合は、『運輸・倉庫』が 70.0％で最も高くなった。次いで、

『サービス』が 69.0％、『建設』が 68.1％で続いた。なかでも、『サービス』は約 3社に 1社が採

用人数の増加を見込む。 

さらに主な業種でみると、「医療・福

祉・保健衛生」（82.8％）では 8割超の

企業が採用を予定しているほか、「旅

館・ホテル」（79.3％）、「輸送用機械・

器具製造」（76.8％）も 8割近くにのぼ

る。また、「人材派遣・紹介」では採用

が「増加する」企業は 4 割超となった。 

企業からは、「賃上げを踏まえ、採用

計画を思案中」（一般病院、長崎県）とい

った前向きな声が聞かれた。他方、「サ

ービス業の中小零細企業にとって新卒

採用はもとより、中途採用も難しく、大変

厳しい状況になってきている。理由は採

用時の賃金などの条件面の優遇が些少

しかできず、大企業も新卒採用を再開しているため、こちらへの応募が少ない。また、新型コロナでサー

ビス産業に対するイメージが悪く、業界的に働きたい職種ではなくなっている」（旅館、島根県）というよ

うに、人材が集まらず厳しい状況にある企業も多くみられる。 

正社員『採用予定がある』割合が高い主な業種 

25.7 28.8 25.1 17.2 22.4 19.0 26.5
13.9 25.3 23.9 21.2 28.4 31.8
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減少する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

増加する
（見込み含む）

採用予定
がある

採用予定
がある

正社員『採用予定がある』割合 ～規模、業界別～ 

（％）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

医療・福祉・保健衛生 82.8 26.2 49.2 7.4
旅館・ホテル 79.3 39.0 26.8 13.4
輸送用機械・器具製造 76.8 21.1 41.1 14.7
情報サービス 75.0 35.6 30.6 8.8
機械製造 74.7 29.7 37.6 7.4
自動車・同部品小売 74.1 30.9 32.1 11.1
飲食店 71.6 30.9 34.6 6.2
人材派遣・紹介 70.5 42.3 15.4 12.8
運輸・倉庫 70.0 28.4 33.7 7.9
化学品製造 69.2 28.2 33.4 7.6
電気機械製造 68.8 29.4 32.6 6.8
鉄鋼・非鉄・鉱業 68.4 24.7 32.9 10.8
建設 68.1 26.5 32.6 9.1
リース・賃貸 68.0 33.0 30.1 4.9
メンテナンス・警備・検査 68.0 33.7 27.1 7.2

全体 63.0 25.7 30.3 7.1

正社員採用

採用予定
がある
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3. 非正社員の採用予定がある企業は 47.3％、前年から 1.0ポイント上昇 

2023 年度の非正社員の採用状況について尋ねたところ、「採用予定がある」（「増加する」「変わ

らない」「減少する」の合計）企業は 47.3％（前年度比 1.0ポイント増）と勢いは前年より衰える

も 2年連続で上昇した。また、採用人数が増加する企業は 13.4％（同 0.9ポイント増）と新型コ

ロナ前の 2019年度を若干上回った。 

一方、採用予定がない企業は 39.2％（同 1.9ポイント減）となった。 

 

4. 非正社員『採用予定がある』割合、飲食店やホテルなど個人消費関連業種で高い 

規模別に非正社

員の『採用予定が

ある』割合をみる

と正社員と同様に

企業規模が小さい

ほど割合が低くな

っている。 

業界別では、

『農・林・水産』

が 60.2％で最も高く、『小売』（58.8％）、『運輸・倉庫』（56.9％）も 6割近くで続いた。 

非正社員の雇用動向 

13.4 13.5 13.4 10.8 17.3 12.2 8.3 8.0 14.0 10.5 19.2 17.7 19.0
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減少する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

増加する
（見込み含む）

採用予定
がある

採用予定
がある

非正社員『採用予定がある』割合 ～業界別、業種別～ 

（％）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

2005年度 65.0 15.2 43.0 6.8 23.2 11.8 9,424 2005年2月
2006年度 56.2 14.2 36.3 5.7 30.7 13.1 9,762 2006年2月
2007年度 57.6 13.6 36.9 7.0 31.6 10.9 9,849 2007年2月
2008年度 49.5 9.9 31.0 8.6 39.0 11.5 10,189 2008年2月
2009年度 30.5 3.9 14.8 11.8 58.6 10.9 10,658 2009年2月
2010年度 29.8 6.2 15.2 8.4 57.0 13.2 10,624 2010年2月
2011年度 35.6 8.8 19.7 7.1 50.8 13.7 10,990 2011年2月
2012年度 39.0 9.2 22.7 7.1 47.9 13.1 10,711 2012年2月
2013年度 42.9 10.1 25.8 7.1 45.0 12.1 10,338 2013年2月
2014年度 47.7 12.9 28.6 6.3 39.3 12.9 10,544 2014年2月
2015年度 50.2 12.7 30.8 6.7 37.6 12.3 10,593 2015年2月
2016年度 48.8 12.1 29.9 6.8 38.8 12.4 10,497 2016年2月
2017年度 47.6 14.7 26.7 6.2 38.6 13.8 10,082 2017年2月
2018年度 52.4 14.9 30.8 6.7 35.0 12.7 10,070 2018年2月
2019年度 50.3 13.0 30.2 7.0 36.3 13.4 9,701 2019年2月
2020年度 44.2 9.9 26.0 8.2 40.2 15.6 10,704 2020年2月
2021年度 36.8 8.2 21.9 6.7 48.2 15.1 11,073 2021年2月
2022年度 46.3 12.5 28.5 5.3 41.1 12.6 11,562 2022年2月
2023年度 47.3 13.4 28.5 5.4 39.2 13.5 10,203 2023年2月

有効回答数
(N)

年月採用予定が
ある

採用予定は
ない

分からない

非正社員採用
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主な業種別では「飲食店」

（91.4％）や「旅館・ホテル」

（ 80.5％）、「飲食料品小売」

（ 75.3％）、「娯楽サービス」

（73.4％）など、個人消費関連の業

種で『採用予定がある』割合が高い

傾向となっている。 

なかでも、「飲食店」では採用人

数が「増加する」企業が約 5割にの

ぼった。新型コロナ感染対策の緩

和による人流の増加で人手不足感

が高まり、採用が活発となってい

るとみられる。 

企業からは、「新型コロナ禍が収束を見せ、人材の奪い合いになっている」（菓子小売、東京都）のほ

か、「特に接客業や料理人の確保が難しく求人費用が増加している」（一般食堂、三重県）や「ホテル業

界は採用環境が非常に厳しい。人員補充ができず機会損失がすでに発生している」（旅館・ホテル、東

京都）といった人手不足の深刻化を訴える声が聞かれた。 

 

5. 企業が求める職種、販売・営業職が 42.1％。求める職種も業種によっては多様化 

どのような職種の人

材を求めているか尋ね

たところ、販売、営業

職などの「販売の職業」

（42.1％）がトップと

なった（複数回答、以

下同）。次いで、開発・

製造技術者などの「専

門的・技術的職業」

（33.9％）、一般事務員

などの「事務的職業」

（20.8％）、役員や管理

職などの「マネージメ

ント職」（20.7％）が続

いた。 

非正社員『採用予定がある』割合が高い主な業種 

42.1 

33.9 

20.8 

20.7 

19.0 

16.4 

15.1 

7.6 

6.8 

6.3 

販売の職業（販売、営業職など）

専門的・技術的職業（開発・製造技術者、医療技術者など）

事務的職業（一般事務員、会計事務員など）

マネージメント職（役員、管理職など）

生産工程の職業（生産設備、金属材料製造、
製品製造・加工処理、機械整備・修理など）

IT関連の職業（システムエンジニアや通信ネットワーク技術者など）

建設・採掘の職業（建設工事、建設、電気工事、土木など）

データ分析・技術職（データサイエンティスト、データエンジニアなど）

サービスの職業（調理、接客、介護サービスなど）

輸送・機械運転の職業（自動車運転、建設機械運転など）

（％）

注：母数は、有効回答企業1万203社

（％）

増加する
（見込み含む）

変わらない
（見込み含む）

減少する
（見込み含む）

飲食店 91.4 49.4 35.8 6.2
旅館・ホテル 80.5 41.5 26.8 12.2
飲食料品小売 75.3 28.1 42.7 4.5
娯楽サービス 73.4 17.0 52.1 4.3
人材派遣・紹介 71.8 38.5 23.1 10.3
各種商品小売 70.0 24.0 28.0 18.0
医療・福祉・保健衛生 68.0 11.5 47.5 9.0
飲食料品・飼料製造 65.5 19.9 40.1 5.5
輸送用機械・器具製造 64.2 12.6 38.9 12.6
医薬品・日用雑貨品小売 63.5 13.5 36.5 13.5
パルプ・紙・紙加工品製造 60.5 19.8 38.3 2.5
農・林・水産 60.2 17.3 38.8 4.1
精密機械、医療機械・器具製造 58.8 16.2 38.2 4.4

全体 47.3 13.4 28.5 5.4

非正社員採用

採用予定
がある

企業が求める職種 ～上位 10職種～ （複数回答） 
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業界に特化していない職種をみると、「販売の職業」については、特に『卸売』（71.7％、全体比

＋29.6 ポイント）、『小売』（64.6％、同＋22.5ポイント）、『金融』（53.7％、同＋11.6 ポイント）

といった業界における割合が比較的高かった。 

「専門的・技術的職業」は『製造』（53.9％、同＋20.0ポイント）で高く、「事務的職業」は『金

融』（39.5％、同＋18.7ポイント）で目立っている。 

また、「マネージメント職」は『運輸・倉庫』（32.2％、同＋11.5 ポイント）で特に求められて

いる。企業からは、「中間層の管理職が不足している」（一般貨物自動車運送、福岡県）といった声が

あがっていた。 

ほかにも、データサイエンティスト、データエンジニアなど「データ分析・技術職」は『金融』

（19.0％、同＋11.4ポイント）で高くなっている。 

 

6. 賃上げを行う企業ほど採用に積極的 

採用動向と賃上げの関係をみると、正社員・非正社員ともに賃上げを実施する予定の企業ほど

採用予定のある企業の割合が高い。 

正社員では、「採用予定がある」企業の 63.9％が 2023 年度の賃上げを見込んでいる一方、「採

用予定はない」企業は 44.3％にとどまり、採用予定の有無において賃上げの実施割合に 19.6ポイ

ントの開きが確認できた。非正社員においても、「採用予定がある」企業の賃上げ割合（37.0％）

は「採用予定はない」の賃上げ割合（15.4％）より 21.6ポイント上回っている。 

採用予定と賃上げの関係を主な業種別にみると、DX（デジタルトランスフォーメーション）へ

の対応などを含め IT人材獲得の重要性が増す「情報サービス」で、採用と賃上げがいずれも高水

準となった。総じて、賃上げと採用予定には緩やかな相関関係がみられ（相関係数 0.373）、賃上

げ割合が 1 ポイント上昇すると採用予定割合が 0.5 ポイント上昇するという傾向が表れていた1。 

 
1 採用予定がある割合を被説明変数、賃上げがある割合を説明変数として単回帰分析を行ったところ、以下の結果が得られ

た。 
採用予定あり＝35.683＋0.504*賃上げあり 

        (0.003) (0.021) 
OLS、カッコ内 p-値、自由度修正済み決定係数 0.115 

63.9

44.3

12.2

30.6

23.8

25.1

採用予定がある

採用予定はない

(%)

賃金改善がある 賃金改善がない 分からない

37.0

15.4

25.1

42.1

37.8

42.5

採用予定がある

採用予定はない

(%)

賃金改善がある 賃金改善がない 分からない

【非正社員】【正社員】

注：母数は、本調査および「2022年度の賃金動向に関する企業の意識調査」回答企業9,177社

採用状況別の賃金動向 
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企業からは、「人手不足感があるが、採用レベルを下げずに雇用を進める。特にパートタイム勤務者

について近隣地域の賃金を調査し、見劣る部分は時給を上げる」（医療用品製造、栃木県）や「本年度は

雇用条件(賃金)をアップしハローワークへ提出したものの、応募が高齢者以外はない状況」（冷暖房設

備工事、岐阜県）といった声が聞かれた。 

 

まとめ 

 2023 年度の雇用動向について、正社員の「採用予定がある」企業は前年度からわずかに上昇し

た。なかでも「医療・福祉・保健衛生」では 8割を超えており、採用意欲が非常に高い水準となっ

ている。また、採用人数が「増加する」割合は、新型コロナウイルスの感染が拡大する前の 2018

年度以来の水準まで上昇している。この傾向は非正社員の採用動向においても同様の傾向を示し

ており、特に「飲食店」では 9 割を超える企業で採用を予定しており、約半数で採用人数を増加

させると考えていた。 

採用において賃金など条件面で苦慮している企業も多くみられたが、人手不足が再び高まるな

かで、よりよい人材の確保が生き残りのための重要な要素になる。とりわけ中小企業においても

正社員採用を「増加」させる企業が 4 社に 1 社にのぼるなど、労働市場における人材の獲得競争

が一段と強まっていく可能性がある。 

 

採用予定と賃上げ見込み動向の関係 

建設

不動産

出版・印刷

鉄鋼・非鉄・鉱業

飲食料品卸売

建材・家具、窯業・土石製品卸売

紙類・文具・書籍卸売

化学品卸売
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売医薬品・日用雑貨品小売

専門商品小売

各種商品小売

運輸・倉庫飲食店
リース・賃貸

旅館・ホテル

娯楽サービス メンテナンス・警備・検査

広告関連

情報サービス
人材派遣・紹介

専門サービス

医療・福祉・保健衛生

金融

10

20

30

40

50

60

70

80

90

10 20 30 40 50 60 70 80
2023年度に賃上げ見込み企業の割合（％）

2
0
2
3
年
度
に
採
用
予
定
が
あ
る
企
業
の
割
合
（
％
）

（凡例）
●：農林水産 ●：製造
●：金融 ●：卸売
●：建設 ●：小売
○：不動産 ●：運輸倉庫

●：サービス

全体

全体
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当レポートの著作権は株式会社帝国データバンクに帰属します。 

当レポートはプレスリリース用資料として作成しております。著作権法の範囲内でご利用いただき、私的利用

を超えた複製および転載を固く禁じます。 

 

調査先企業の属性 

1． 調査対象（2万 7,607社、有効回答企業 1万 203社、回答率 37.0％） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2. 企業規模区分 
中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

（1）地域

480 1,090
669 1,758
790 711

2,980 336
536 853

10,203

（2）業界（10業界51業種）

98 89
147 49

1,613 52
402 17

飲食料品・飼料製造業 307 36
繊維・繊維製品・服飾品製造業 106 81
建材・家具、窯業・土石製品製造業 185 200
パルプ・紙・紙加工品製造業 81 50
出版・印刷 141 16
化学品製造業 344 457
鉄鋼・非鉄・鉱業 465 81
機械製造業 431 6
電気機械製造業 279 13
輸送用機械・器具製造業 95 103
精密機械、医療機械・器具製造業 68 82
その他製造業 67 94
飲食料品卸売業 319 15
繊維・繊維製品・服飾品卸売業 147 181
建材・家具、窯業・土石製品卸売業 270 95
紙類・文具・書籍卸売業 82 523
化学品卸売業 216 78
再生資源卸売業 27 285
鉄鋼・非鉄・鉱業製品卸売業 242 122
機械・器具卸売業 759 35
その他の卸売業 306 210

36
10,203

（3）規模

1,598 15.7%

8,605 84.3%

(3,261) (32.0%)

10,203 100.0%

(215) (2.1%)

専門サービス業

（うち上場企業）

医療・福祉・保健衛生業

教育サービス業

その他サービス業

その他

合  計

大企業

中小企業

（うち小規模企業）

合  計

（2,569）
サービス

飲食店

電気通信業

電気・ガス・水道・熱供給業

リース・賃貸業

旅館・ホテル

娯楽サービス

卸売

放送業

（1,923）

メンテナンス・警備・検査業

広告関連業

情報サービス業

（2,368）

人材派遣・紹介業

製造
（590）

家電・情報機器小売業

自動車・同部品小売業

専門商品小売業

各種商品小売業

その他の小売業

運輸・倉庫

南関東（埼玉 千葉 東京 神奈川） 四国（徳島 香川 愛媛 高知）

北陸  （新潟 富山 石川 福井） 九州（福岡 佐賀 長崎 熊本 大分 宮崎 鹿児島 沖縄）

合  計

農・林・水産

小売

飲食料品小売業

金融 繊維・繊維製品・服飾品小売業

建設 医薬品・日用雑貨品小売業

不動産 家具類小売業

北海道 東海（岐阜 静岡 愛知 三重）

東北  （青森 岩手 宮城 秋田 山形 福島） 近畿（滋賀 京都 大阪 兵庫 奈良 和歌山）

北関東（茨城 栃木 群馬 山梨 長野） 中国（鳥取 島根 岡山 広島 山口）


